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ロッテルダム条約第 10 回締約国会議（COP10）の結果の概要 

 

 
１．会議の概要 

2022年6月6日～6月17日にジュネーブ（スイス）において、特定の有害化学物質等の

輸出に先立って、輸出国が輸入国の輸入意思を確認した上で輸出を行うこと等を規定す

るロッテルダム条約(PIC条約)の第10回締約国会議（COP10）が開催され、新たに2物質

群を同条約の附属書Ⅲ（輸出手続きが必要となる化学物質）に追加することが決定され

ました。これらの物質については、今後、国際的に協調して、事前のかつ情報に基づく

同意の手続の対象とする取組を行うこととなります。 

 

２．会議の主な結果 

（１）条約上の規制対象物質の追加 

ロッテルダム条約締約国会議の下に設置された化学物質検討委員会（CRC）が今

次締約国会議に対して条約の附属書Ⅲ（輸出手続きが必要となる化学物質）への追

加の勧告が行われた物質群の内、2物質群について、下記の表のとおり、附属書への

追加が決定されました。今後、附属書Ⅲに追加される物質群については、条約の下、

国際的に協調して、事前のかつ情報に基づく同意の手続の対象とする取組を行うこ

とになります。 

今後、各加盟国は対象物質について各国の国内法令で担保することとなり、我が

国においても、条約で定められている規制内容に基づき、所要の措置を講ずること

になります。 

 

○附属書Ⅲへの追加 

物質名 関連する CAS番号 分類 

デカブロモジフェニルエーテル 1163-19-5 工業用化学物質 

ペルフルオロオクタン酸（PFOA）と

その塩及び PFOA関連物質 
335-67-1等 工業用化学物質 

 

（備考）上記の表中の情報は省略・簡素化しているため、規制内容の詳細につい

ては、下記の条約事務局のホームページから会議文書をご覧ください。 

 POPs条約ホームページ

（http://www.pic.int/TheConvention/ConferenceoftheParties/Meetings/COP10/ta

bid/8398/language/en-US/Default.aspx） 

 

（注） 我が国においては、外国為替及び外国貿易法、及び、輸出貿易管理令に基

づき、ロッテルダム条約附属書Ⅲに掲げる化学物質を輸出しようとする者に対し、

http://www.pic.int/TheConvention/ConferenceoftheParties/Meetings/COP10/tabid/8398/language/en-US/Default.aspx
http://www.pic.int/TheConvention/ConferenceoftheParties/Meetings/COP10/tabid/8398/language/en-US/Default.aspx


 

承認を受ける義務が課されており、同承認は、ロッテルダム条約の規定に定める

要件に該当する場合に限り行うこととしています。このため、附属書Ⅲへの上記

物質の追加の発効日以降、この化学物質を輸出しようとする者は、同承認を受け

ることが必要となります。 

 

【参考】ロッテルダム条約（PIC条約）とは 

ロッテルダム条約は、化学物質の危険有害性に関する情報が乏しい国へ輸出す

ることによって、その国の人の健康や環境への悪影響が生じることを防止するた

め、輸出国は、特定の有害物質の輸出に先立って、輸入国政府の輸入意思を確認

した上で輸出を行うこと等を規定している条約です。 

対象物質については、化学物質検討委員会（CRC）において議論されたのち、

CRCから締約国会議（COP）にこれらの化学物質を附属書Ⅲに追加することが勧

告されます。COPにおいて附属書Ⅲに追加することが決定された化学物質は、輸

出手続きの対象となります。 

 

経済産業省関連情報ホームページ 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/pic.html 

PIC 条約ホームページ(英語) 

http://www.pic.int/ 

PIC条約の加盟国(英語)＜Ratificationの欄に日付の記載がある国＞ 

http://www.pic.int/Countries/Statusofratifications/tabid/1072/language/en-

US/Default.aspx 

 

 

 
（本発表資料のお問合せ先）  

  製造産業局化学物質管理課長 宮原 

     担当者：町田、若原、入間川 

     電話：03-3501-1511(内線 3691～5) 

03-3501-0080（直通） 

03-3501-9489（FAX） 

E-mail： qqhbbf@meti.go.jp 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、当課ではテ

レワーク体制を敷いております。 

お問合せは出来るだけメールにて御連絡いただき

ますようお願い申し上げます。 
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